
為替週間展望＝ドル円はもみ合いながら上値を追う展開か

　　　　　　　　　　［９月２６日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    9 月 19 日～ 9 月 22 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  143.03   145.90(22)    142.65(19)    145.78   +2.86

ユーロ・ドル  1.0012   1.0051(20)    0.9809(22)    0.9834   -0.0182

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    27,153.83     -413.82     日本10年債利回り   0.241   -0.016

ダウ平均株価    30,183.78     -638.64     米10年債利回り     3.530   +0.081

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２６日　独９月ｉｆｏ景況感指数

　　　　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の経済見通し

２７日　米８月耐久財受注速報値

　　　　米７月住宅価格指数、米７月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米９月消費者信頼感指数、米８月新築住宅販売件数

　　　　故安倍元首相の国葬（日本武道館）

２８日　豪８月小売売上高

　　　　日本７月景気動向指数改定値

２９日　独９月消費者物価指数速報値

　　　　米第２四半期ＧＤＰ確報値、米新規失業保険申請件数

３０日　日本８月雇用統計、日本８月有効求人倍率

　　　　日本８月小売業販売額、日本８月鉱工業生産指数

　　　　中国９月製造業購買担当景気指数

　　　　中国９月財新製造業購買担当景気指数

　　　　英第２四半期ＧＤＰ確報値　

　　　　スイス８月小売売上高

　　　　スイス９月ＫＯＦ先行指数

　　　　独９月雇用統計

　　　　ユーロ圏８月雇用統計

　　　　ユーロ圏９月消費者物価指数速報値

　　　　米８月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータ、米８月個人所得・支出

　　　　米９月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米９月ミシガン大消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】円が売られやすい地合いが続く中、政府や日銀の口先介入やレート

チェックで、ドル円は高値から一時的に軟化する可能性はある。ただ、円売りの流れは

継続して、ドル円はもみ合い一巡後には一段高となるとした。

　　　　

【ＦＯＭＣでは０．７５％の利上げ】

　２０～２１日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では、大方の市場予想の通り、

０．７５％の利上げが決定した。３会合連続での０．７５％の利上げとなる。これで政

策金利の誘導目標は３．００～３．２５％となった。

　　

　米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）のパウエル議長は記者会見で、「物価の安定を取り

戻すために、しばらくの間は引き締め的な金融政策を維持する必要があろう」「経済は

物価の安定がなくては機能しない」「痛みなくインフレを退治する方法はない」「住宅

市場は調整局面を通過する必要がある」「労働市場は幾分軟化する可能性が非常に高
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い」などと述べた。

　　

　ＦＯＭＣメンバーによる政策金利の見通しの中央値は２０２２年末で４．３７５（前

回６月３．３７５％）となり、年内の残り２回の会合で、あと１．２５％の利上げが必

要となるとみられる。１１月に０．７５％、１２月に０．５０％の追加利上げが行われ

るとの見通しが広がっている。

　　

　政策金利の見通し（中央値）は、２０２３年末に４．６２５％（前回３．８７

５％）、２０２４年末に３．８７５％（同３．３７５％）、２０２５年末に２．８７

５％となっている。なお、ＦＯＭＣメンバーの過半数が２０２３年末の政策金利を４．

５％以上と予想している。

　　

　米第４四半期の実質国内総生産（ＧＤＰ）見通し（中央値）は、＋０．２％となって

おり、前回の＋１．７％から大きく下方修正された。２０２３年のＧＤＰ予想は＋１．

２％で、こちらも前回の＋１．７％から下方修正された。インフレ率は２０２２年が

４．５％で、前回の４．３％から上方修正された。２０２３年は３．１％となり、こち

らも前回の２．７％から上方修正されている。

　　

　２１～２２日に開催された日銀金融政策決定会合では、金融政策の現状維持が決定さ

れた。２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続するために必要

な時点まで、「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を継続すると表明している。米

国をはじめ、各国の中銀が利上げに動く中、日銀の緩和姿勢の継続が改めて示された。

この発表を受けて、ドル円は一時１４５円台半ば近くまで上昇したものの、買いが一巡

すると１４４円台に軟化している。

　　

　日銀の黒田総裁は２２日の記者会見で、「必要があれば躊躇なく追加的な金融緩和措

置を講じる」「企業の資金繰り支援と金融市場の安定維持に努める」「円安、政府と緊

密に連携、影響を十分注視」「円安、一方的な動きで投機的な要因」「当面は金利を引

き上げない」「来年度以降のコアＣＰＩは２％を下回ると予想」「将来的な政策指針の

変更ありうるが、当面は経済回復支援」と述べた。

　　　

　また、「マイナス金利、現在大きな副作用や問題を引き起こしていない」「欧州がマ

イナス金利やめても日本がやめる必要はない」「ＦＲＢの利上げ、米インフレが極めて

高いため行われている」とも述べた。諸外国の事情がどうであれ、日銀は緩和姿勢を当

面継続するとの意向を示した。

　　　　

　さらに「ＦＲＢの利上げは世界中に様々な影響与える可能性」「米経済減速、日本経

済見通し引き下げの影響は考えていない」「為替相場、ドル独歩高であると諸外国の人

も言っている」「一部の資源国除けば、ほとんどの通貨が対ドルで下落している」など

と述べている。

　　　

　黒田総裁の一連の発言を受けて、ドル円は１４５円手前から、１４５円台後半までド

ル高円安が進行している。

　　　

　ＦＲＢによる積極的な利上げ姿勢はドル高を支える要因となる。日米の金融当局によ

るスタンスの違いからドル円は堅調な推移が見込まれる。日銀による口先介入などによ

り、一時的に伸び悩む場面もありそうだが、ドルと比べて円は相対的に弱い地合いが継

続するとみられる。このため、ドル円はもみ合いながら上値を追う展開となりそうだ。

ドル円の目先の予想レンジは、１４２．００～１５０．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２６日に経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

の経済見通し、２７日に米８月耐久財受注速報値、米７月住宅価格指数、米７月Ｓ＆Ｐ

ケースシラー住宅価格指数、米９月消費者信頼感指数、米８月新築住宅販売件数、２８

日に日本７月景気動向指数改定値、２９日に米第２四半期ＧＤＰ確報値、米新規失業保

険申請件数、３０日に日本８月雇用統計、日本８月有効求人倍率、日本８月小売業販売

額、日本８月鉱工業生産指数、米８月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータ、米８月個人

所得・支出、米９月シカゴ購買部協会景気指数、米９月ミシガン大消費者信頼感指数確

報値などがある。



　　

【ユーロドルは軟調な推移か】

　ユーロドルは１ユーロ＝１ドル（パリティ）近辺でのもみ合いが続いた。その後はＦ

ＯＭＣでタカ派的な結果になるとの観測から、ドル買いの動きに傾き、さらに実際のＦ

ＯＭＣで市場の想定以上にタカ派的な内容となったことで、ユーロ売りドル買いが進ん

だ。ユーロドルは０．９８台前半まで下落している。

　　

　ユーロ圏ではロシアからの天然ガス供給がストップしており、エネルギー供給への懸

念が高まっているほか、インフレ率の高止まりが続いて、景気後退が警戒されている。

こうした中、ＦＲＢによる積極的な利上げ姿勢を背景にユーロドルは軟調な推移が続く

とみられる。ユーロドルの目先の予想レンジは、０．９６００～１．０１００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２６日に独９月ＩＦＯ景況感指数、２８日

に豪８月小売売上高、２９日に独９月消費者物価指数速報値、３０日に中国９月製造業

購買担当景気指数、中国９月財新製造業購買担当景気指数、英第２四半期ＧＤＰ確報

値、スイス８月小売売上高、スイス９月ＫＯＦ先行指数、独９月雇用統計、ユーロ圏８

月雇用統計、ユーロ圏９月消費者物価指数速報値などがある。
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